
（単位：円）
当 年 度 前 年 度 増　　減

Ⅰ　資産の部
１．流動資産

現金預金 1,255,774,013 1,221,018,621 34,755,392 
未収金 199,127,047 227,516,558 △28,389,511 
貯蔵品 12,920,051 10,611,644 2,308,407 
貸倒引当金 0 0 0 
流動資産合計 1,467,821,111 1,459,146,823 8,674,288 

２．固定資産   
(1)　基本財産   
定期預金 3,000,000 3,000,000 0 
基本財産合計 3,000,000 3,000,000 0 
(2)　特定資産
退職給付引当資産 140,740,000 125,720,000 15,020,000 
本部社屋建替費用積立資金 364,100,000 330,000,000 34,100,000 
本部社屋用土地取得費用積立資金 101,000,000 90,000,000 11,000,000 
特定資産合計 605,840,000 545,720,000 60,120,000 
(3)　その他固定資産   
建物 97,734,488 103,190,141 △5,455,653 
建物付属設備 45,826,797 33,398,393 12,428,404 
構築物 1,925,456 2,479,498 △554,042 
車両運搬具 3,286,450 3,956,512 △670,062 
什器備品 694,550 644,501 50,049 
機械装置 114,440 1,077,492 △963,052 
リース資産 9,739,120 13,510,000 △3,770,880 
無形固定資産 0 0 0 
電話加入権 100,000 426,200 △326,200 
長期前払費用車輌預け金 18,080 18,080 0 
その他固定資産合計 159,439,381 158,700,817 738,564 
固定資産合計 768,279,381 707,420,817 60,858,564 
資産合計 2,236,100,492 2,166,567,640 69,532,852 

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未払金 163,369,951 159,415,751 3,954,200 
預り金 4,778,315 4,682,179 96,136 
流動負債合計 168,148,266 164,097,930 4,050,336 

２．固定負債   
退職給付引当金 140,749,673 125,729,240 15,020,433 
リース債務 9,739,120 13,510,000 △3,770,880 
固定負債合計 150,488,793 139,239,240 11,249,553 
負債合計 318,637,059 303,337,170 15,299,889 

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産

寄付金 3,000,000 3,000,000 0 
指定正味財産合計 3,000,000 3,000,000 0 
(うち基本財産への充当額) (3,000,000) (3,000,000) (0)

２．一般正味財産 1,914,463,433 1,860,230,470 54,232,963 
(うち特定資産への充当額) (465,100,000) (420,000,000) (45,100,000)
正味財産合計 1,917,463,433 1,863,230,470 54,232,963 
負債及び正味財産合計 2,236,100,492 2,166,567,640 69,532,852 

貸　　借　　対　　照　　表
令和４年３月３１日　現在

科　　　　　目



１．重要な会計方針
(1)　新公益法人会計基準の採用

(2)　固定資産の減価償却の方法
 　定額法による減価償却を行っている。

(3)　リース取引の処理方法

(4)　引当金の計上基準

(5)　消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式により行っている。

２．重要な会計方針の変更

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）
科　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
　定期預金 3,000,000 0 0 3,000,000 

小　　　　計 3,000,000 0 0 3,000,000 
特定資産

　退職給付引当資産 125,720,000 15,020,000 0 140,740,000 

　本部社屋建替費用
　積立資金

330,000,000 34,100,000 0 364,100,000 

　本部社屋用土地取得
　費用積立資金

90,000,000 11,000,000 0 101,000,000 

小　　　　計 545,720,000 60,120,000 0 605,840,000 
合　　　　計 548,720,000 60,120,000 0 608,840,000 

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位：円）

科　　　　　目 当期末残高
(うち指定正味財
 産からの充当額)

(うち一般正味財
 産からの充当額)

(うち負債に
 対応する額)

基本財産
　定期預金 3,000,000 (3,000,000) (0) －　

小　　　　計 3,000,000 (3,000,000) (0) －　
特定資産

　退職給付引当資産 140,740,000 (0) (0) (140,740,000)

　本部社屋建替費用
　積立資金

364,100,000 (0) (364,100,000) (0)

　本部社屋用土地取得
　費用積立資金

101,000,000 (0) (101,000,000) (0)

小　　　　計 605,840,000 (0) (465,100,000) (140,740,000)
合　　　　計 608,840,000 (3,000,000) (465,100,000) (140,740,000)

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

固定資産
　建物 373,076,952 275,342,464 97,734,488
　建物附属設備 172,809,992 126,983,195 45,826,797
　構築物 6,146,030 4,220,574 1,925,456
　車両運搬具 4,012,350 725,900 3,286,450
　什器備品 30,790,785 30,096,235 694,550
　機械装置 83,799,464 83,685,024 114,440
　リース資産 18,854,400 9,115,280 9,739,120
　無形固定資産 2,580,900 2,580,900 0

合　　　　計 692,070,873 532,749,572 159,321,301

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

財務諸表に対する注記

　公益法人会計基準（平成20年4月11日、内閣府公益認定等委員会）により財務諸表を作成している。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち重要
性の低いリースについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理により行っている。

　貸倒引当金　　　貸倒実績率により計上している。
　退職給付引当金　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基
　　　　　　　　　づき計上している。

　特になし

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。



１．基本財産及び特定資産の明細

　　基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表の注記に記載している。

２．引当金の明細

（単位：円） 

科目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

目的使用 その他

貸倒引当金 0 0 0 0 0

退職給付
引当金

125,729,240 15,020,433 0 0 140,749,673

附 属 明 細 書


